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間の静岡県における農村労働市場

もっぱら国内市場に依存していたのであるが，それは大資本にょる製品と競合関係にたたなくても 

すんだという条件の下においてであぅた， という点である。 したがって， この条件が成立しなくな 

ったとき，すでに前節で指摘しておいたょうに，それはただちに出寄留率の増加となってあらわれ 

る。そしてまた， これらのごとは，第 1 次世界大戦期を境にして農業就業者 i 人あたりの農業生産 

額の伸びか鈍化するという背景の下で，国内市場が以前に比べて狭くふ4 ことを意味するのである。

以上は，結論というょりむしろ筆者個人の見通しとでもいうべきもので， これからの:究にょっ 

て g丁正されさるをえないことは明らかである。 しかしそれにしても，畑方における商業的農業とし 

てかなりの雇用労働力を使用していた養蛋業と労働不足問題をひきおこした製糸業の地帯，他方で 

は水田単作地帯がパースぺ ク テ ィヴに入っていないのは，本稿の大きな限界セある。そのために，

貧金系列の比較を通してそれぞれの地域の構造的特質を明らかにする手がかりとしょう， という意 

図が充分に生かされなかった。 したがって，長野県 • 新潟県さらに幕末期r 棉作一綿織物業地帯と 

して先進地であつた尾西地方を含む愛知県などの地域につ い て の ， 同様の視点からの研究を次の課 

題としたい。
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国際経済学における資源問題（その3)

-囯際資源学設立のこころみ-

深 海 博 明

I 資滅に対する関心の復活と資源問題論議の問題 

点

I — 1 最近の論議の基調 

1 — 2 資源問題論議の矛盾•問題点 

1 - 3 資源問題分析のあり方 

n 資源の位置づけと整理 

n — 1 資源問題の特殊性と複雑性 

n - 2 資源の規定•分類学

(以 上 1■本認J 1970年 1 0月号） 

m 資源分析の方法と方向 ’
ID— 1 従来の分析方法• 考 え 方 ， 

f f l - 2 新しい分析の枠組一 - 国際資源学——  
m— 3 資源の（国際）経 済 学 '

a )  一^^の積極的方向づけ

b ) 最近の資源経済学の展開の整理

(以 上 f本誌j 1970年 1 2月号）

. N 資源問題への政策論的アプロ一チ

IV— 1 政策論的アプローチの基本的展開方向

a ) 資源経済学の体)系と政策論的アプローチ 

すでに指摘したようfこ，資源問題に対する最近の関 

心の復活は，世界的な資源糫境条件の変化を背景とし 

て，わが国の経済発展の阻.害要因としての資源問題の 

登場といったなまなましV、現実問題•政策問題として 

の認識から生じている。とくに，今年1 月から2 月に

かけてのいわゆるOPECの原油価格引上げ婆求を中 

心とする石油戦争を契機として，資源輸入国日本の脆 

弱性 • 無策さが露呈されたとして，わが国全体が，血 

相を変えて必要基礎資源確保にとり組み出しているよ 

うである。

したがって，国際資源学も，抽象的•理論的な資源 

問題の体系的分析を目指すのみでなく，その体系内に 

政策論的アプローチを包摂し，分析を具体的に展開し 

ていくことによって，現実的な世界ないし日本の資源 

政策のあり方についても，方向づけを与えるものでな 

ければならなV、であろう《

そこで，国際資源学のサブ‘システムとしてとこに 

提示した資源の（国際）経済学の体系をとりあげ， こ 

の体系内において，新しい資源政策の確立.政策論的 

アプローチが，うまく統合されており，分析方法，体 

系としては，全く問題がないことをまず明示し，さら 

にそれを積極的に展開していくことにより，日本の資 

源問題分析へとレベルダウンしていきたいと考える。

まず第一に，資源と最終目標たる開発= 発展をつな 

ぐ重要なチャンネルの 一"^として，政策が別個にとり 

•あげられており，政策問題を,分析体系の中にうまく 

とり入れ，正しい位置づけの上に，総合的な分析をこ 

ころみている。勿論，他のニつのチャンネルである貿 

易，生產要素移動（投資）についても，個々に資源賀 

易政策，資源開発投資政策等々が考慮される必要があ 

り，もう一つ別のチャンネルとして，政策をあらため

注（1 ) 本稿は，拙稿r日本の資源問題—— 間題提起- および「日本の資源政策のあり方」（板挺與ー編箸^日本の資源 

間題—— 新しし、資源政策をもとめて一 j 世界経済研究協会1970年 6 月，序音および第5 童）を兹礎に，その再整理• 
展開として，書かれたものであり，とくにIV-2以下は，殆んどこれに负っている，

( 2 ) 本研究ノート（その1 ) «■三田学会雑訪j 1970年 1 0 月号，67〜6 8 其参照へ

( 3 ) たとえば「特集 . 打汕戦争のゆくえと日本」r* コノミスト』1971年 2 月が日号，参照•
( 4 ) 本研究ノ *-ト（その2) *■三田学会雑誌j 1970年 1 2 月号, - 21〜2 2頁参照。
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国際経済学における資衡問題（その3 ) 国際經済学における資源問題（その3 )

ての南北問題の新しV、展開等々，多くの問題•挑戦が 

生じている。

てとりあげるについては，重複なり矛盾なりがあるよ 

うに思:b れるかもしれない。 •
しかし，狭い短期的な個々の必要資源を如何に確保 

するかといった立場ではなくて，次に明示する広い長 

期的な視点に立ち，開発一発展といった最終目標に， 

資源をどう結びつけていったらいいのかといった問題 

の把握においては，政策を別個に, しかも総合的•体 

系的にとらえて，分析を進めていくことが欠くことの 

できな“ 重要性をもっているよう(こ思える。

この場合，政策は，資源経濟学の前提としての技術 

進歩(資源概念の変化)，仳界政治経済動向•国際協力体 

制とも密接な関連をもち，ある場合には，むしろ積極 

的にこの前提そのものを改変してV、く政策をも含むも 

のである。

第二に，資源経済学は，その最終目標として，開発 

= 発展を設定しており，その開発= 発展目標の意味• 
内容 • 範囲について，考究を深め，より具体的に目標 

設定を行なっていけば，それに■応じて，重要かつ興味 

ある政策論的アプロ一チが可能であろう。

すなわち，たとえば，' 開発= 発展どは,地域的範囲 

からいって，広く世界全体なQか，狭い一国的立場な 

のか, さらに狭い特定の利益グループなのかによって， 

政策論議の方向と内容がことなり，世界全体ならば， 

資源問題を世界経済の安定的拡大発展目標の中で論究 

することが可能であろう。また開発= 発展の意味•内 

容についても, 现在の狭V、G N P といった範囲をこえ 

て，人間と資源とのバランス. 調和の上での開発= 発 

展と辑定することによって，新しい政策が模索されね 

ぼならないであろうし，社会的 • 文化的•政治的等々 

に範四を拡大して^、けば，総合的な政策論議が可能で 

，ぁろぅ。

ここでは資源経済学というサブ•システムをとりあ

げているが，それを経済学的アプローチをこえて拡大.
していくことは可能であり，資源問題の多面性と複雑

性とにかんがみて，むしろその必要性は大きいであろ 
( 6 )  .

第三に，資源と開発= 発展との関述. 結びつきも， 

本来は相互依抒• 相互作用的であるべきものであり，

資源の侧から一方的r-開発= 発展に対して作用す.るタ 

ではなくて.逆方向の作用すなわち開発= 発展の状況• 
程度に応じて，資源の必要性•資源政策のあり方等々 

が影響• 決定されることが重要である。そうであれば， 

その相互作用. 関連 • 依存性が'  十分に体系的•政策 

的に論議される必惡があり，資源経済学では，そうし 

た分析方向を目指している。

しかし，最後に，この資源経済学が，資源政策の論’ 
議を体系的，• 包括的に可能にしたといっても，政策論 

的アプロ一 チ自体がもつ根本的な問題の多くは未解決 

のままに残されている。

すなわち資源政策の目標たる開発= 発展を如何に具 

体的•内容的に規定するかということになると統一的. 
一義的な決定は困難である。むしろ論禮により，古場 

により，種々雑多であり，一^^に統合整理することは 

不可能に近く，国際資源学ないし資源経済学によって 

は解決しえない。世界経済発展の大きな目標.構図に 

ついても，世界的な合意をうることはむずかしく，ま 

た日本の資源政策目標についてもそうであろう。

むしろ唯一かつ明確な目標設定はできず, .いくつか 

の選积的目標内容の設定に応じて，資源政策の方向ら 

けがなされ，最終的には，現实の動向，人々の考えの• 
変化 • 選択によって，具体的な政策方向が決められる 

のではなかろうか。

こう考えてくると，R3題は，資源政策だけでなく， 

あらゆる経済政策（ひろくいって政策一般）について，共 

通に発生し，しかも一^■義的に解答することのきわめて 

_ 難な問題であることが理解されるであろう。

したがって，政策論そのものの進展.承新がなけれ 

ば，国際資源学の体系においても，政策論議は明確さ 

を欠くこと’になろう。勿論，資源政策の分析を通じて， 

政策論自体の発展の契機が与えられ,大きな進展をと 

げることも可能であろう。 ‘
b ) アプローチの私:本的視点•立場 

資源経済学の体系内での政策論的アプローチの位置 

づけはこれまでにして，ここでは，まず，われわれの 

アプローチの驻本的視点*立場を明示し，それにもと 

づき，政策論議をどのように屁閱していき，日本の資

源政策問題を究明していくかへと論を進めていきたい。 

これは，いわば，—つの大きな視点•立場にもとづく 

政策論的r プロ一チの展開方向であり，包括的なもの 

であるとか唯一のものであるとか主張するつもりはな， 

v、が，しかしこれこそが従来の資源、問題（とくに政策）

論_ に欠けてv、たものであるように思える。

われわれがとくに強調したい点は，従来の論議が， 

あまりにも狭い短期的な日本の国益(national interests) 

にもとづぐものであり，かなりの問題点•危險性をも 

っており，究極的に汝，むしろ日本の利益にも反する 

ものではないかということであるO 
そこで，資源政策論議の視点. 立場を根本的e 改変 

し, 広い視野，長期的展望の中で資源問題を考え直し》 

新しV、方向づけ，展開を行なってみたい。

具体的にいえば, それは次の六つの基本的視点•立 

場であろう。 .
第」は，広。世界的视野から，ダイナミックにアブ 

ローチしていくことである。まず, 資源経済学の前提— 

としての今後の世界政治経済動向•闺哮協力体制の行 

途がどうなっていくのかが問題である。

すなわち, 第二次大戦後進展してきた国！際協力体制 

が維持 • 強化されていくのか，逆に各国は分裂•対立 

を深めていくのかであり，とくに, 東西間*南北間さら 

には先進国間の問題は, 調和的解決の方向に向うのか, 
むしろ対立. 抗争が深まるか否がである。経済的には， 

世界経済•質易ゆ自由化の方向をたどるのかそれとも 

保護質易の方向に向うのか，各国間各地域内にお 

経済統合は今後一層の進展をみせるのが等々である。

勿論; 安易な楽観的な予想は危険であるが,少なく 

とも，地球全妹*人類全体の滅亡を前扼とせざるかぎ 

り，世界戦争• 核戦争が起るとは考えられず，基本的 

潮流としては，乎和の方向に向い，国際協力体制は一 

層進展していぐであろう。现在でも，アメリ力におけ 

る保護主義の抬頭に示される自_ 化の限界のあらわれ 

• ゃ地域統合の苒縮成， •"第二次国速開発的年j を迎え

しかし，国際イ匕が進展し,各国の相互依存関係は增 

大し，もはや各国は国際的な関係を断っては，正常な 

経済活動は困難な時代を迎えている。したがって，国 

際協調を積極的に推進し，相互利益性の前提のもとに** 
各国はその経済の運営をはかっていかねばならない。

そのためには，世界释済運営め新しい理念• 秩序 • 
原則を国際的合意にもとづいて確立し，先進国間の秩 

序ある経済関係を啤立し，同時に南北問題解決の一層 

の努力をなし，東西の平和共存-•共栄の促進をはかっ 

ていかねば.ならないo ...

その必要性，望ましさは広く認められていても，そ 

.うした理念が明確に合意され, 資源問題の場合P 目 

標 • 指導理念となっているとは，現在とてもいえず，

また近V、将来にも，そうなる可能性は乏しい。

世界共同体（world community)理念， 連帯性原理 

(principle of solidarity)などがとくに最近一■部で唱導 

されており，それが指導理念となりうる可能性はある 

霞しかし现在はまだ，歴史の現実としての世界国家 

は弃在せず，国民国家（national state)の段階にあり，： 

したがって，一足飛びに世界共同体理念に依拠するの 

ではなく，結局のところ，板垣與ー教授の指摘される 

trans-nationalismの方向か，埋念として当面の目標と 

岑れるのではなかろうか。

このトランス • ナショナリズムは，自国中心の狭い 

ナシg ナリズムから脱却し，機能的により広いより高 

い視点に立つて，ナシヨナル• インタレストを純化し， 

国際的志向を生かす意味で，自己を越えることである。 

ナショナリズムそのものを棄てるのではなく，ナショ 

.ナリズムを内在的に超越する立場である。勿論，この 

トラ.ンス . ナショナリズム'の一層の展開.具体化か必 

要であるが，鉴本的視点として，まず狭い国益のみに 

固執することなく，国際的志向を生かし，少なくとも 

国際協調，相互利益性の尊連'の上に，資源問題へのア

注（5 ) すでに，地域経済協力に関する分析において，形成因子となる政策措蹬を同じように，⑴致易而における力，⑵政 

策而における協力，⑶援助而における協力に区分し，现炎の地域経済協力は，これら三形態の協力の変型ないし結合型 

として把捤したこころみがある。山本玆.深沲博明• 大山进/ム「アジアの地域経济協力問題—— 共同lifgg核の偁想—— 」 

(大来佐武郎煸f低[)时_ の贸舄と關発』《本経済細}】社，1966年) 4 
( 6 ) それがここでいう固際资淑学の方向であるが，残念ながら，この政策論的アプロ一チでは，そこ迄の拡大♦発肢は行 

ないえなかったa
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^ 7 ) ハリ： G‘ジョンソン「ケネディ• ラウンド後の新此界贸易政策：諸方式の展諶バ小岛細f太平洋経済圈日本 

• 経済新間’社，1968年,第 7 章)，藤井茂「世界経済の擗造変動と7 0 年代の贸揚J J世界経済評論』1971年 1 月号お 
hび H. G. Johnson (ed. by), New Trade Strategy for the World Economy, 1969 など参照。

(8 )  Richard, N. Cooper, The Economics of Interdependence, 1968 (拙稿#i 評 『ニは丨学会雑ふ/ 1970 年 1.月号）もよ•ぴ 

経济企_ 庁編F_ !  4 4 年版做界経済由書J— 国際交流の練化と1970年代の課組— ，大蔵獅刷局，1970年，

とくに笫2部，参照。 ^ 个广小
( 9 ) この力向は，’ピアソン報呰，ティソバーゲン報告に明示されている。詳しくは，拙稿 1'南北間® の新展Mと■省

G 田学会雑誌』，W70年 8 • 9 月合併-号，6 2 ~ 6 3貞，参照。

( 1 0 ) 板埴與ー編喃北丨_の研究J ⑴アジア钰済研究所，1969年，節.1章とくに第7節参照*
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国際経済学における資源問題（その3 )

プロ一チが行なわれるべきである。そうした方向づけ 

がなければ，第二次大戦前のような資源富国主義の復 

活，持てる国々= havesと持たざる国々= have-notsと 
の抗争が苒現し，世界は混乱•分裂していくことにな 

ってしまうであろう。

そのためには，こうした視点•立場を積極的に打ち 

出し，しかも世界的に堅持し，広く実現していくため 

の努力を重ねていかねばならないのである。

とくに, 日本の場合，あとで詳しく論ずるように， 

資源輪入依存度が異常なまでに高宅っていく日本経済 

の体質からみて, 世界の平和，国際協力は，わが国経 

済存立のための絶対条件となっていま。しかも，先進 

国に追いつき追いこせのcatch-up過程を終らんとす 

る段階にあり，今迄の受身の態度から，むしろ積極的 

に日本がイニシァティブをとって平和主義をリ一ドし， 

国際協力体制の進展をはかり，調和的 . 安定的•建設 

的な世界政治経済情勢を作りあげていくことが是非必 

要であり，それが資源問題の本質的解決にも資するこ 

とになろう。

第二は，時間的に視野を拡大し，長期的にダイナミ 

ックに考察していくことである。これ迄の資源政策の 

論議は，既存の資源概念，既存の技術体系，既存の経 

済 • 産業構造を前提として，必要資源を如何に確保す 

るかにおかれてきたが，これはあまりにも，視野がせ 

まく，資源問題の本質を見失わせ，むしろ長期的には， 

マイナス面が多いように思われる。

重要なのは，すでに指摘したように，資源問題は真 

に生きた問題であり，資源概念そのものが，時代とと 

もに変化してきていることである。ここでの資源は経 

済資源であり，「資源の供給は，生産技術と資源管理能 

力の関数で毛り，大胆に単純化すれば，主として技術

の関数である。  何らかの生産技術と関連をもたな

い自然は，経済的には全く意味をもたない。事物を資 

源仆iするには，資源利用に関する知識に依存すること 

は，いうまでもない。」

したがって，資源概念は，技術体系の変化•発展に

よつて，変革していくものである。これまでの技術発 

展のなかでは, 原理的に新しい技術の導入によって， 

旧来の資源に変わって新しい資源の大量の消费が問題 

にされるようになるという転換がしばしば起ってお り， 

今後とも一 層̂その転換は進んでいくであろずi 資源経 

済学の前提とした技術進歩が重要であり，長期的には, 
必要が技術を生み> 資源を生むといった関係が強く現 

われ，既存の資源問題そのものを根本的fc変革してい 

くのである。それ故，技術体系の革新，研究開発が， 

もっと重視されねばならないであろ(1)。

同時に，長期的には，世界各国の経済• 産業構造， 

消費構造が変化し，資源需要のパターンも増加速度も 

大きく変っていぐであろう。たしかに資源に対する需 

要は，人口規模と生活水準の関数であろう 1̂ 産業構 

造の高度化, 技術集約產業.情報産業への転換が生ず 

れば，相対的な資源需要は減少しようし，また，南の 

開発がすすみ，国際分業の新しい展開が生ずれば，資 

源多消費 . 加工型產業は南へ移譲し，むしろ，先進国 

は，資源生産物を輸入するような構造転換が進んでい 

くであろう。とくに日本の場合，今後長期間にわたり， 

従来と同じような，資源をなまのまま輸入し，加工 . 
輸出するパターンをとりつづけることが可能でありか 

つ有利であるかどうかは問題である。

こうした長期にわたるダイナミックな変化を十分に 

考慮して，資源問題とくに資源政策にとり組んでいく 

ことが是非必要であろう。 .
第三は，資源問題を根本的にかつ広い視野から把握 

し，政策問題にとり組んでV、く視点である。とくに， 

この視点は，最近の公書，環境破壊問題等々の関連で 

重要で毛る。これは，すでに引用した黒岩俊郎氏cp指 

摘に代表される資源問題を，菡本的には，人間と自然 

との関係において捉える立場であ人間の自然への 

働きかけと自然の人間なし、し人間社会への反作用とI 、
うニ面があるが，要は人間と.自然とのバランス•調和 

であろう。われわれはこれ迄，資源の獲得. •利用のみ . 

に集中し，自然の人間への反作用の側面を軽視してき

注( 1 1 ) 大来佐武郎「资源輸入国日本を丨U觉せよj f■中央公論. | 1968年 1 月号，7 0 其。

( 1 2 ) 船岩俊郎著*■資源論j 勁萆翻, 1964年，に展開されている拈本的说点が，これである。

( 1 3 ) 石光亨「资源論の課題」神戸大学経済経営学会編*■経済学研究のためにj 1970年 1 1月，224頁， なお石光亨「資 

源論へのアプローチ」『人文地HU m 1 6 卷第 5 号，1964年 1 0 月も参照のことs
( 1 4 ) 正村公宏r理念に欠ける日本の資源政策j «■エコノミストj 1970年 1 0月 6 日号，

( 1 5 ) 思沿皎郎「技術本新と資源問題についてj 前掲 r日本の资源問題』射 1 窜4
( 1 6 ) 石光亨「資源論の課题ゴ223頁，

( 1 7 ) 本研究ノート（その2 ) 19〜2 0 頁• •

— 一 82 (218) ■~~—
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た。しかし自然のもつ資源利用の結果としての廃棄物

同化処理作用は，無限大ではなく，その負担限界をこ

えると, 次々に機能障害を起しはじめる。これが環境

能力の退化であり，あるいは環境資質の劣化であ!^
とうした現象は，とくに最近資源の利用が急激に増大

した結果として発生し，人間の生存そのものを脅かす

ようになぅている。

したがって，資源利用からの廃棄物ならびに環境汚

濁は，資源論にとって重要な.課題となるとともに，資

源の経済学だけで十分に旭理できるかどうかも問題で

あろう。とにかく国際資源学は，公害の経済学ないし

は環境資質管理の経済学を4 包摂しての展開がはから

れなければならないであろう。

石光亨教授の指摘によれば，「1970年代はrいかに

して社会の発展と環境との調和をはかるかj という質

を目標とする時代に入ったといえる。このように，資

源論め課題は跡を断たないのである。そして，日本の

社会が質を問題意識にとり上げ出したことは，ようや

く G N P がすべてではないことに，気が付いたからだ

というべきだろう。 国民総生産は， *■国民総廃棄j を

無視していたのである。G N P か ら r国民総廃棄j を

差引いた残りが，本当のG N P だったのであ望

こうした方向へのアプローチが確立されたわけでは

ないが，廃棄物の処理. 苒生，環境の同化能力に対す

る適応性等々を考慮して，資源の生產•利用そのもの

が再検討されなければならず，資源政策もまた，新し

い転換 • 展開を迫られていることはたしかである。

第四は，第三とも関連するが，従来資源政策といえ

ば，資源開発政策•資源獲得政策だけが重視されてき

たが，総合的 • 体系的な資齒経済としての把撣*アブ

ロつチが必要だということである。

資源問題は，資源に関する情報収集•探鉱等の事前

調査一開発一加工一流通一備蓄一利用•消费ー廃棄物

処理といった一賞した総合的な過程•体系の中で把握
(20)

されなければならないのである。資源経済とはこうし 

た一貫した過程• 循環を総称している•
したがって，資源政策も,開発段階でのみとらえら

れてはならず，資源経済全体の中で,それぞれの段階 

の正しい位匱づけの下で，考察が行なわれねばならな 

い。たとえば，わが国の場合，開発をのぞく他の段階 

には殆んど資源政策らしい政策はなく，とくに情報収 

集，_ 前調査，流通，廃棄物勉理において立ちおくれ 

は著しぃ。

しかも，これらの各段階• レベルは'相互に密接な関 

係にあり，ある段階の政策如何によって，他の段階に 

対する政策方向が基本的に変更をこうむらざるをえな 

いのである。

わが国では自主開発一辺倒の論議が現在盛んである 

が，それを基本政策とするなら，情報収集.事前調査 

にもっと政策の中心をおくべきだし，開発した資源を 

どこで精製• 精錬し，加工するのかといった問題に対 

する長期的展望なしに自主開発は行ないえない。

それ故に，資源政策は，世界経済発展の将来構図， 

国際分業構造の変化をふまえて，体系的に一貫して， 

展開されなければならないのである。

第五は，資源政策の担い手のレベルで考えるならば， 

政府だけでなく，各民間企業もその実行者としての一 

翼をになっており，それぞれのレベルで，一層の究明 

が行なわれなければならないことである。民間レベル 

で各企業が，各自Q利潤追究の立場をはなれて，どれ 

だけ上述のトランス•ナショナリズム的な立場に立つ 

て，行動し，政策を履行していくかは，大きな問題で 

あるが，その点の究明はのちにゆずる。

政府の政策レベルで考えれば，政府の資源政策は， 

他の政策との密接な関速のもとに把握されねばならな 

い。すなわち，政府の資源政策を，産業政策，質易政 

策，海運政策，対外投資政策，対外援助•経済協力政 

策，研究開発政策，さらには大きくその政治姿勢,外 

交政策等，一連の関連諸政策のコンテクストのなかで 

検討しなければならないのである。

さらに，それらは，国際的レベルでも何等かの調整• 
調和を要請されている。

第六は，政策論的アプローチを展開する前提として， 

世界資源情勢の変化，世界の資源需給構造に根本的♦

注( 1 8 ) 石光亨「資源論の課題j 22 7頁。

( 1 9 ) ,「同論文j 232頁。

( 2 0 ) ここで示した难前調夜*~~開発—— 加工...••.は，必ずしも時間’的な確定した循環• 順序をあらわすものではなく，加 

エ • 流通 • 艇 等 々の顧序は，多くの場合逆転する对能性をもっているのである。

( 2 1 ) この意味で，これ迄の日本の資源政策の歴史的な変遷さらに世界各国のそれについても，もっとつっ込んだ具体的な 

検討が行なわれねぼならないであろうa
( 2 2 ) 板垣與ー f国際資源学の一般迎論を求めてj **日本の資源問題j 総論，8 M . -

83(219)
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注( 2 3 ) こうした现炎的)則 Hについては，注 8 にあげた昭和 4 4 印版世界経济白& の笫2部が,詳細な検討を行なってい 

る. ，

 -------84 {220) •——-

長期的変化が生じたかどうかにっいてのより一層の解 

明を必要としているということである。 >
この点のつっ込んだ究明• 判断が存在しなければ， 

本来資源政策の_ 本方向は決定できないはずである》

無くの現行の資源聞題論議が，短期的な一時的な原因 

による需給逼迫状況を，長期的•根本的な構造変化と 

見誤ってなされているとしたら，大変なことであり， 

その危険性0 なしとはいえないように思う。

上述のより広い長期的視野• 立場に立って，もう少 

u 冷静かっ地道に，どのような資源需給構造の根本 

#J変化が生じ，世界資源情勢はどうなっていくのかを 

究明していくことが是非必要であり，現在はそうした 

根本的再検討なしに，大変だ，大変だという根のない 

情報におどらされている可能性が強く，こうした検討• 
解明が，早急にしかも十分に行なわれねばならないで 

.あろう。

IV— 2 資源政策の目標 

a ) 資源政策の基本理念，目標 ’
ここでは，資源問題への政策論的アプローチの具体 

餅;展開を，日本の資源政策を一っのケースとして，行

なってみる

日本の資源政策の驻本理念• 目標の設定にあたって， 

とくに次の三つが重要であろう。

第一は，いわゆる近視眼的• 硬直的•受動的な日本 

，の国益の追求の仕方を反省し，より長期的• 伸縮的* 
.能動的に考究し直していくことが必耍である。

具体的にいえば，一っには，世界政治経済情勢の変 

.イ匕，今後の展塑を十分に踏まえた上での政策論議が行 

なわれなければならないということである。種々なる 

.紆余曲折はあろうが，$ 本的には国際協力体制は世界 

i的に一層着突に進展していき，局地戦•地域的な対立* 
.抗争はあっても，世界犬では平和の方向に進み，南北 

問題の解決にまがりなりにも，世界全体が真剣にとり 

組んでいくことには，ほぽ多くの人々の展望は一致す 

るであろう。勿論,栽本方向は明らかであったとして 

も，一体どれだけの時間が経過したら，こうした目標 

.が突瑰するがが問題であろうンしかし10年堆位でもの 

ごとを考えれば，それらはある程度実現可能な目標で 

あろう。そうなれば，多くの低開発国も，車なる未加 

ェ資溆 • 一次産品の輪出国の段階から，国内の輸入代

替 • 第一次工業化を達成して，加工原材料*資蔺生産 

物 .労集約的製造品などを輪出する段階に到達する 

ことになろう。さらに世界経済（とくに先進国間）の相 

互依存関係の緊密化，国際化の進展‘内実化にともな 

い国際関係一般とくに国際経済関係に大きな変化が生 

じつつあるように考えられる。:、具体的には，生産物 

の移動であるいわゆるvisible tr a d eが相対的に逭要 

性を失い，生產耍素（資本*技術_経常能力等々）の相互 

移動が重要となり， 同時にサービスを中心とするin­
visible trad eも重要性を増大■しつつある。さらに生産 

活動ないし企業活動そのものが国の境界を無意味にす 

るように行なわれており，これがいわゆる多国籍企業 

ないし国際企業(multinational or international corpora­

tion) の登場•発Mに象徴され， また各国の政策立案. 
実施における自主性• 主権は失われつつあり，こうし

た現実の進展そのものが，従来の硬直的なせまい国益(23)
の考え方自体を失わせているようにも考えられる。

ニつには，今迄のように，日本は世界の中での中進 

国であり，先進国に追いつき追いこすことをスローガ 

ンとして，すべて受動的に世界の動向に対応してきた 

点をあらためて，もっと積極的に，上述の世界政治経 

済動向を踏まえ，それに貢献•働きかけていく視点が 

ほしい。たとえば,資源政策をめぐる自主開発の方向 

づけも，この関速でとらえれば，非常に受身的♦防衛 

的な色彩がつよV と考えられ，もっと積極的'に大きな 

視点から, 世界政治経済の今後の動向r 応じての再考 

が必要であろうo
三つには, 地域的 • 時間的にも，視野を拡大して， 

世界経済の_ 和的拡大発展9 中でめ日本の繁栄という 

視点ないしは相互利益主義の一層の強調が必要であろ 

う。すでに指摘した相互依存関係の増大, 政治.経済 

の国際化の進展は，必然的にこうした視点がなければ, 
今後の日本の発展はありえないことを明らかにしてい 

るように思える。従来わが国の多産資源であった銅， 

鉛，亜鉛ですらその海外依存度はそれぞれ竹％、55%, 
4 9 % となるに至り，原料炭は7 8 % ,石油に至っては 

99.5 % ,アルミ， ニッケル， ウラン等は100%を海外 

に依存している。これら主要資源価格による荷踅平均 

をすると今やわが国の必喪資源の海外依存度は85% 
に達し，昭和 4 5 年度わが国の輸入兒込みのうち，鉱 

產資源輸入は邠億ドルと44% を占めると1？測される

国際経済学における資源59題 （その3)
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•に至っている。このような海外依存度や上昇は，必然 

的に:b が国資源輸入の世界流通での地位を高めること 

になった。すなわち，わが国の資源輸入は現在OECD 
諸国中セは1 8 % ,世界全体で10%を占め，今やわが 

国は世界第一の資源輸入国となるに至ったのである。

さらビ現在わが国の資源依存は，主たる資源について， 

わずか 2 ~ 3 の_ に 70〜90% という集中依存を余餞 

なくされているが，昭和 4 4 年度の資源輸入相手国は， 

石 油 6 0 ヶ国，銅 3 7 ヶ国， 鉄 2 4 ヶ国， アルミ29 
.ヶ国，ニッヶル1 4 ヶ国；木 材 6 4 ヶ国等1 1 4ヶ国に 

のぼり，その依存圏は先進国，低開発国, 自由圏，共 

産圈，遠近をとわず拡大しているのである。したがっ 

て，わが国は，地球上の全地域から，低廉良質の原料 

を買いあつめることによって，その経済の運営が可能 

になるわけで，もしなんらかの4f情でこれらの原料の 

供給がとまるようなことがあれば，わが国の経済はた 

ちまち深刻な事•態においこ京れる。過度の輸入依存は 

危険だから，国内資源の有効利用によって輸入を'節約 

すべきだといってみたところで，原料需要がここまで 

大きくなってしまうと，国内資源の増産によってまか 

ないうる量は知れたものであり，しかもコストめ上昇 

によって輸出に不利な影響が出て，輸入の節約を上ま 

わる輸出の損失を生じかねない。それ故，すでに指摘 

したように，原料輸入依存度が異常なまでに高まって 

いく日本経済の体質からみて，世界の平和は日本経済 

花-立のための絶対条件であり，日本自体が戦爭にまき 

こまれないだけではなく, 世界の他の地域で，日本と 

は全く無関係に戦争が起っても，日本経済は大きな影 

響を受けるから,積極的に世界に平和の実現を働きか 

けてV、かねばならない。この資源の海外依存9 実情と 

今後の展望だけからも，狭い日本の国益の追求をすて， 

世界の中での相互協調にもとづ'く日本の発展が目標と 

されねばならないことが，明白であろう。’
第二は，資源問題プロパ一に関しても，ダイナミッ 

クに取り組み，技術革新による資源概念の変革,いい 

かえれば，必要が新技術を生み出し，新資源を生みだ 

す関係について，もっと正当な評肺が必袈であろう。 

勿論，この関係を過大视することも過小视することも

危険であるが/日本の資源間鹿をめぐる目標設定にお 

いて，どうもこの点の考虛を欠いており< あまりに消 

極的 • 後向きの視点にのっどづているように思え't：な 

らない。すなわち，各資源別の需給予測においても，

こうした技術変化♦新資源の登場，それに#う需給の 

変化についてばあまり考慮.されず，しかも需給のプン 

バランスが予測される場合，何が何んでも必贺量を海 

外から確保せねばならないとする論議の展開であるが， 

ここに多くの問題が存在している。

一つには，技術面からいうとわが国は後進国であり， 

技術輸出の1 0 倍近くの技術輪人をしており，資源_  
連技術も主として海外からの導入技術であり，自ら新 

しい技術を生み出す力が弱いことである。したがって， 

海外の資源条件に応じて発達した技術を導入すれば， 

結局，海外で利用している資源を探さねばならないこ 

とになり，わが国の資源需給構造に歪みを与える結果 

となる• そこで日本の資源条件に合った独自め技術の 

開発も重要性をもってこよう。この意味では，資源政 

策としで，いわゆる海外での資源自主開発ではなくて， 

わが国の資源関連技術の自主開発の方が，—道視されね 

ばならないダースも多くなるように考えられる。それ 

故に, 不確定性はともなうとしても，もっと積極的に 

いわゆるR & D  (研究調进聞発）に投資して，根本的に 

資源問題にとり組み直そうとする政策•視点が必要で 

あろう。 •
ニつには，需給合せ的な資源目標の設定のこれ迄の 

仕方自体が，根本的に再検討されなければならないで 

あろう。■日本の資源政策の目標は，も.っとも雄純イ匕し 

ていえば，まずその目標成長率を決め，それに応じて 

資源必要量をはじき出し，その必要量を何が何んでも 

確保するための政策を探し求めるという一方方向に展 

開されている。上述のように，資源の需給そのものが 

技術進歩によって変ってぐるというだけではなくて， 

発展と資源との相互作用，相互依在性を考慮して，逆 

方向の論理の展開も重要である。それは，もし目標成 

長率による資源需要が堰大なものとなり，その供給め 

確保が, 困難であるとしたら，むしろ,目標成長率そ 

のものを再検討し，考え直してみる必要がある。すな

Hit界経済評論』1971年 3 月( 2 4 )鈴木英夫「わが国資源問題の新展0f!—一下̂和的*共泶的な自主開発をめざして一J 
号，24〜2 5頁。

(25) 「同論文j 2 8東，とくに第6表参照。

( 2 6 )通産猶鉱山石炭局唆源政策の站本的考え方』4 見

( 2 7 )大来佐武如「前掲論文」6 8見  ' .
( 2 8 )組沿俊郎「前掲論文」49〜5 2真参照。 •
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_ 際経済学における資源問題（その3 )

わち資源の制約性• 確保の困難から，高度成長そのも 

のを修正して，目標成長率を引き下げるのが一つの方 

向である。資源需給状況において，日本の高度成長に 

よる限界的需要の附加が，世界の資源需給バランスに 

大きな攪乱要因として作用する可能性を十分に認識す 

ることが肝要であろう。同時に，経済構造•技術体系 

の変化等を積極的に導入• 考慮して，同じ高成長率を 

目標として設定しても，資源に対する需要量そのもの 

を引き下げるのも，もう一つの重要な方向であろう。

第三は，こうした資源政策の基本理念• 目標の究明 

は，具体的な資源政策の展開との関連におぃて，なお 

未解決のかなりの問題をもっているということである,。 

一応理念的に大きな視点に立って考えた場合，何等か 

のトランス. ナシa ナリズムの立場から，技術変化そ 

の他のダイナミックな変化，発展と資源との相互作用 

等々を考慮じて，合理的な目標設定が可能であるかの 

ようであるが，しかしより具体的に考えてみると，相 

互利益主義的立場に立，ち, 世界経済の調和的•拡大発 

展の中での日本の繁栄といったところで，それがその 

まま資源政策の現実的方向づけに結びっくものではな 

い。ここでいう world interests, national interests と 
はそれぞれ何であり，両者はどのように結びっき，ま 

たその両者にどのようなゥュイトを付し，総合化する 

のかが問題であろう„ さらに個々の資源べースまで下 

して論議すると，その担い手は，国家レベルではなく 

て，むしろ個々の産業• 企業レベルとなり，各企業の 

行動原理• 目標は決して一国全体としての国益と同一 

かっ合致するものではありえない。また最近の公害問 

題，大規模な資源の荒廃，自然の保全問題からも明ら 

かなように，国益もまた，生産者•企業者側と消費者* 
一般大衆側とでは，その意味するところが当然ことな 

り，矛盾対立し合うこともしばしばあろう。

b ) 具体的な目標設定の模索 ,
そこでより具体的に，一体，資源政策（より一般的に 

は経済政策全体）の目標を，どのように設定するのかが 

問題となる。この点について，結局，一義的•統一的 

な目標設定を行なぃえなぃととが，多くの混乱をひき 

おこす原因となっているのであろう。とこでも明確な 

目標設定を行なうことは不可能であろうが，しかしそ 

うした方向への模索♦整理を行なってみたい。

まず第一に, 非常に狹い形.での国益を追求すること

はさけねばならない。少なくとも相手国側の利益を考 

慮せず，一方的に日本の利益だけを近視眼的に追求す 

るととはやめなければならない。本来的には，資源を 

人類福祉増進の共有財産として，その世界的活用を因 

るのが理想であろう。主張* 目標としては立派で納得 

的であっても，たとえば世界共同体意識，相互利益主 

義とぃっても，現実に，どう各国間の利害を調整する 

かということになると，このままでは無力であろう，

また相手国の開発= 発展に貢献するといいかえたとこ 

ろで，それだけでは無内容である。そこで具体的には， 

えられた利益（これ自体も不明確である) 9 うちの一定割 

合 （最低限度の越Pとして設定する）は相手国侧に還元す 

る' - とを考慮し，低開発国の場合には，過去の植民地 

支配におけるように飛地経済(enclave economy)を作 

り出すのではなく，その国全体としての開発= 発麁拠 

点となり, 全般的に波及効果が作用するように配慮し， 

大きな低開発国の発展方向たる工業化に資するように 

しなければならないであろう。

第二に，こうした方向づけが直ちに目標として採用 

されるかというと多くの疑問がある。そこで目標設定 

においても，長期 • 中期 . 短期の三つに分け，しかも’ 

その組合せの形セ考慮していく必要があろう。

長期的には，世界経済の調和的拡大的発展の中での 

日本の繁栄が基本目標とされ，とくに政府ベースで， 

国連その他国際機関のイニシァティブにより，国際協 

力体制の進展の下で，その実現が進められていかねば 

ならないであろう。究極的には，世界共同体ないし世 

界国家が成立したとの前提のもとに世界犬での発展が 

構想され，そのなかでそれを構成する一部分たる日本 

の繁栄• 発展が追求されていくことになろう。とくに 

日本の場合，現在海外で，そのすさまじい経済進出に 

対する反感• 反撥が顕著に生じており，さらにこれが 

経済から政治•軍事進出にエス力レートするのではな 

いかとする恐怖•懸各，軍国主義復活への非難が高ま 

っている。そこでわが国はこの目標により積極的にと 

り組み，平和憲法を活かし，緊急にnon-military com­
mitment の宣言を発し, 軍事費に支出するかわりに， 

平和の代償として，こうした目標にすすんで費用を拠 

出し，働きかけていくことが必要であり，とくに現在 

転期に立つ日本としては，こうした方向を世界に明確 

化していき，率先して世界をリードしていくだけの決.

注( 2 9 ) 経済同友会》■転換期に立つ資源政策j 1971年 2 月 8 芦，1 0 頁にも鉄鋼業の例をあげ，そうした考え，方向の一端 

を提示している•
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心が必要であろう。資源についていえば，その陚存• 
分布状態を前提として，そ©需給のダイ’ナミックた:変 

化によりつつ，国連その他め下で，世界的な規模での 

開発：利用 • 分配等々の秩序•立った資源経済の形成が 

進められていかねばならない。この場合,資減経済形 

成のための資金• 技術 • 人的能力等々は，世界的規模 

で動員され，先進国側の能力に応じて分担されること 

になろう。 ，

中期的には,こうした方向をふまえつつ， もう少し， 

日本の利益，発展に着目しつつ，目標設定をしていく 

ことが必要であろう。莶本的には，もっと積極的かつ 

ダイナミックに，政府 . 民間ともに，新しい世界政治 

経済の変化に適応しつつ，日本の経済発展の方向づけ 

を考究していかねばならない。既存の概念での天然資 

源に乏しいわが国としては，今後経済発展の基-本要因 

と考えられる資本• 技術 • 人的能力を大いに増大させ， 

それを活用する方向づけが茁要であり，目下進展しつ 

つある新しい国際分業*国際化にふさわしい日本の発 

展方向が考えられねばならないし，それが究極的には, 
資源問題を解決することにもなるのである。

一つには，もっと日本の場合，研究 • 開発•調査に 

費jpを支出し,その面で世界経済をリードしていく方 

向を考える。その結果として，新資源の開発ないし既 

存資源の西利用の方'法により，•現在の資源問題の多く 

が解決される可能性が大であるとすれば，わが国の自 

主開発中心の政策ァプロ一チの得考が必要であろう。

ニつには，資源そ.のものを未加工のままで輸入する 

というよりは，新しい国際分業の進展に応じ，今迄の 

資源加工品輸出のパタ一ンから一歩すすんで，加工資 

源を海外から輪入し，技術集約財, R & D 集約財（新 

製品） その他を輪出する発展の方向づけも,当然考え 

られてよいであろ.う。また国境を無意味とするような 

生産活動の国際化を前提とすれば，資源を自主開発し, 
輸人するといった消極的な方向だけでなく，資本*技 

術等々を外国に提供して，未加:!:資源を輪入するので 

なくて，製品を輪入し，または配当•使用料等の支払 

いだけを受ってわざわざ国内で生産’する必喪もなく

なってくるであろうし，さらr !は，相手国と協力して， 

大規模な資源開発• 加工を行ない，これを第三国に輸 

出するといづた方向も考えられるであろう。

三つには， 1970年代に南北問題は解決の方向に向 

い，先進低開発国はある程度の発展のレベルに達し, 
加工資源，軽工業品を輸出し, ま‘た多くの低開発国が 

自主的発展の方向を目指すとすれば，ますまず資源を 

未加工のままに輸入するのは，困難になるので、はなか
(31)

ろうか。

短期的には，しかし，日本の急速な経済成長の結果， 

逼迫状態にある資源が数多く存在し，しかも，こうじ 

た資源の供給体制は, 少数の先進国の国際企業によっ 

て独占されており，まだ低開発資源産出国の侧でも, 
資源を自国の主権下にとりもどし，経済開発のために 

その資源を活用したいとの硬求を急速につよめてきて 

いる。勿論, 第二次大戦前のように，赏耍必要資源o  
供給が絶対的に差し止められる靡態が生ず？)とは考え 

られないが，高い代価を払わねば獲得できなくなる事 

態は当然起りうるであろう。したがって日本としても， 

短期的にどう対姐するかの目標•政策の設定もまた必 

要である。しかし，長期的 • 中期的に，日本が大胆に 

目標設定を行ない，それを追求していくことが世界的 

に明確に認識されるとすれば, その副次的効果として， 

短期的問題が解決される可能性もあろう。ただし,短 

期的に日本の必要資源を安定的*低廉に確保すること 

も重要な問題である。この短期的問題をどう解決する 

かについては，あとでもふれるが，自主開発ないし開 

発輸入も，ーづの重要な政策手段として登場してくる 

であろう。しかしその場合にも，自主開発は，狭い日 

本の国益追求の立場だけでなく，中期•長期の目標と 

も合致する形でな1されな.ければならない，また国際磁 

力体制の進展♦国際機構の強化によって，国際的資源 

独占体制の改善の方向への努力も必喪であろう。 .
.第三に，大きな国際協力体制の進展の方向づけにも 

とづく，資源目標の展開に対して，正反対の予測•考 

え方にもとづく展開も当然考えられよう。たとえば国 

際協力体制は崩壊し，先進諸国間による新しい形での

注 ( 3 0 )拙 稿 「來帘アジアの不安感強まるエコノミスト』 1970年 1 0月 3 0 日増刊号および「日本人よ驕るなかれ」f心. 
情公論』1970年 1 2 月号を参照されたい。

( 3 1 )山本登锔.恵のわが |31產業 • 贸舄描造に及ぼす影響j 世界経済研究腺会，1968年 7 月。

( 3 2 ) この点については，經済密_ 会資源研究委員会編r国際化時代の資源問題J 大蔵猶印刷局，1970年 3 月，61〜71頁 

において•逆領よく分析されている。 なお诉沢粜「海外資源の開発投資とその国際的供給体制」『日本の資源問題』m  
商も参照りこと. •

( 3 3 )摘 稿 「日未の石汕政策に欠けるものJ raiコノミストパ971牢 2 月 2 3 日号参照。
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低開発諸国の西分割闘争が発生し，軍事的対立も強化 

され，日本の資源獲得• 輸送ルーf もおびやかされる 

という予測である。この場合には，何が何んでも，資 

源の自主開発をすすめ，資源を自国の勢力下に確睐す 

ると同時に，他の国々による軍事的脅威•侵略に対処 

するために，軍靠力 . 防衛力の強化が必要であり，ま 

た莫大な量の日本国内における資源の備蓄が必耍であ 

ろう。そうなれば：経済的合理性•効率性の視点は失 

われ，わが国としても，世界全体としても，大きな損 

失 . 不利益をこうむることになろう。両大戦を通p て， 

我々はこうした資源政策の方向や考え方がいかに馬鹿 

げた自分の首を自らしめる結果となり，世界的にはか 

りしれない損失をこうむることになるかを，ニつの戦 

争という高い代価を払って如実に理解したはずであり， 

さらに戦争技術の発達• 核戦争の脅威は，逆に我々人 

間にとって，合理的な考えをもつように強制している 

とも考えられる。ここでの主張は，ある程度願望的な 

ものを含めて，両大戦をひきおこしたいわば馬鹿げた 

方向づけをとることは，断固排除し，日本自体が積極 

的に働きかけ，貢献して，一国的立場からも，世界的 

立場からも，合理的かっ有効な目標設定にもとづく方 

.向づけをとってI 、か ね ばならないということなのであ 

る。

第四に，上述の方向づけを踏まえて，具体的な政策 

目標は, 次の四つの驻準の組合せとして，設定される 

ことになろう。

まず一つには，効率性（efficiency)甚準ないしcost- 
benefit趣準があろう。 これは有史以来，経済活動の 

根本13標であり，如何に稀少な資源を有効に利用して， 

钠望を最大限に満见させるかが求められてきているの 

であるa ところが现在では，この効率性原理だけで, 
す べ て の政策論議をすることが不可能になってきてい 

る。；の原理にもとづく £丨由競孕の世界犬での適用が, 
ある意味では有効に作用せずに南北問題を生みだして 

いるとの主張もあり，静態的な一時点における効率と 

動態的な長期にわたる効率とは必ずしも一致せず，そ 

こで別の莲準• 0 標が附加されているのである，

したがってニつには，狭義の発展 (development) の 

鐵 ，ダイナミックな視点が附加されねばならない。

すなわち時間的な変化を入れて長期的に考慮した場合， 

一時的なefficiencyによる政策は，必ずしも長期的に 

極大の利益を保証せず，むしろ発展•成長による利益 

が大きければ, 経済全体として，短期的には効率を儀 

牲にしても，ひき合う可能性がある。

三つには，さらにefficiencyないしdevelopmentの ’ 

目標の追求が, 非常な不安定なり，大きな変動なりを 

ともなうものであれば，それをある程度除去するため 

の安定性（stability)の基準の附加も必要であろう。

四つには，しかしこれらの基準は，—国的な，生産 

面に重点をおV、た目標の設定で，あ.り，項手国を合わせ 

ての全体的な発展•その利益の分配面を考慮するとす 

れば，新しい連帯性（solidarity) の基準が重要となっ 

てこよう。

わが国の場合の資源政策の目標は，現在のところ， 

すでに明示したように，必要資源の低廉.•安定な確保 

であり，第一•第兰の基準のみが重視されているわけ 

である。しかし最近は, 石汕戦争にみられるように， 

低廉と安定のニつの目標の両立はむずかしく , 安定確 

保のためには，低廉の目標を放棄しなければならない 

事態も生じているようである。

しかし，こうした考え• .目標設定は，非常に狭い短 

期的な見方であり，経済的合理性にのっとりながらも， 

長期的にかつ佐い視野からないしはtrans-nationalism 

の視点から，資源H標が考究されねばならないとすれ 

ば，この四つの莲準• 目標が，それぞれの重要性をも 

って登場してくるであろう。したがって，問題の基本 

は, この四つの莲準をどのように具体化し，どう組合 

せ，どれだけのゥヱイトを付して総合化し，統一の基 

準 • 目標とするかであり，ここでの資源経済学の最終 

目標として設定した開発= 発展は，広い意味でのこの 

越準 • 目標を主たる内容としているのである。

しかし. これらの甚準は必ずしも両立•調和しうる 

ものではなくて，矛盾 • 対立し合う場合もあり，それ 

ぞれの立場. 判断により，どれだけのゥ尤イトを付す 

るのか，どう順序づけるのかは大いに相違しており， 

一義的な方向づけは困難であろう•
第五に，そうした困難さに加えて，この目標設定が， 

各資源政策のレペルでどう具体化され，調和がはから

注( 3 4 ) プレビッシュ-ミュルダ一ル，シンガー等に代表される見解であり，国速K副 H発会議での低聞発国側の主張の衷付 

けとなっている。

( 3 5 ) 狭義の発展という窓味は,資源経济学の最終H標としてのJK義の開発= 発展と対比してであち 1
(36) J. Tinbergen, Shaping th4 World Economy—Suggestions for an Internatimal Economic Policy, 1962, Part II. 

esp. chap. 5 and 6 (大来佐武郎訳 <"世界経済の形成j 竹内窗店，1963年，第!！部とくに笫S , 梁6章) •
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れていくかが問題であろう&理想的には，一国として 

の trans-nationalismに立つ目標設定について，..国民全 

‘体の合意がえられ，各産業*企業，消費者 • 一般大衆， 

.政府の共通のものとなることだが，しかし現実的には， 

そして近V、将来にはドそうなるとは，とうてV、期待で 

:きないであろう。各企業は，企業科潤の極大化を基本 

目標とし，消費者•一般大衆も狭い自らの利益の追求 

4こ汲々としているのが現状ではなかろうか。したがっ 

て，大きな基本方向への国民的合意確立のために，努 

'力 • 働きかけをしていくとともに，短期的には，政府 

.によって，積極的•補足的政策がとられる必要があろ 

•う。具体的には, 資源開発*利用において，とくに海 

外資源の場合，官民の協力体制が必要であり，各企業 

:がそれぞれの利益追求の立場から，資源開発を行なぅ 

ているが, たとえば，低開発国の場合，政府が側面か 

ら相手国に技術援助•社会的間接資本援助等々をも与 

.え,資源開発が相手国の経済発展に貢献していかねば 

ならないであろう。また資源の埋蔵量:•開発の可能性 

等の基礎_ 查 • 事M調査については，政府が主体とな 

って行ない，さらに流通，廃棄物処理，公害の問題を 

含む」貫した資源経済の確立のため政策を立案•実施 

•し，民間企業活動についての一つの方向づけ•指針を 

与えることも重要であろう。企業の側においても狭い 

利潤の追求をと.えての新しい行動原則(new modality) 

の確立をめざし，開発相手国の発展*利益分配をより 

重視し，公害.産業廃棄物等による外部不経済効果を 

も，十分に配慮して，企業活動が行なわれていかねば 

ならないであろう。また一般大衆•消費者側の利益も 

十分に考慮し，残存する多くの不合理な保護政策を再 

推討し，安価な外国から‘の資源輸入により，消費者利 

益の増大をはかっていくとともに,すでに指摘した長 

期 • 中期の目標達成のために，国民全体の意識を大い 

に啓発して，狭レ、各自の利益を追求するだけではなく 

て'，相互利益性の十分なる理解の上に，長期的な世界 

経済の調和的拡大発展の中での归本の繁栄といった方 

5向へ向って，国民的合意をえるようにしていかねばな

らないのである。

十分に具体的に論議が展開できたわけではないが， 

具体的な目標設定についての大きな方向.神組につい 

て，ここでは考究してみた。

IV— 3 資源政策の手段

資源問題への政策論的アプロ r チ©基本的展開方向 

と目標について，かなり詳細な論究を行ない，政策論 

的アブローチに関し，本来的に提示すベきアイディア， 

分析の枠組と方向はすでにつ.くされているので，紙幅 

の関係もあり，これ以後の考察は,必要最小限度にと 

どめ，基本的構成. 骨組だけを述べておきたい.以後 

の考究は，とくに各資源別，政策別に，つっ込んだ詳 

細な調查• 研究の上に展開さるべきであり，その意味 

からも，そうした裏付けをえて，別の機会に西度，検
(39)

討し直してみたいと考えている。

さて資源政策の手段であるが，まず第一に，こf で 

は，本来，非常に広範囲に把握されており，一賞レた 

資源経済全般にわたって，体系的な資源政策手段が考

されねばならないのである。すなわち，資源に関す 

る情報収集•探鉱等の事前調査に関する政策からはじ 

まって，資源開発政策，力Bエ政策，流通政策，利用政 

策，備蓄政策，廃棄物処理政策，釋境保全政策等々に 

まで及ぶ。これらの個々の政策レベルにおいて,詳細 

な個々の政策手段について，検討する余裕はなく，む 

しろ資源政策は，資源経済という総合的体系の中での 

正しい位匱づけ，関連のもとに，個々に展開されねば 

ならない必要性を指摘するにとどめねばならないが，

とくにこれ迄の議論は, 開発政策f cのみ集中し,他の 

段階についての論議が欠落していた点について,早急 

な反省が必要であり，開発政策の手段自体が，他の段 

階における政策如何によって，その相対的重要性•方 

向づけに大きな変化をこうむらざるをえないのであるa
第二に，資源開発• 利用政策に限定して，一つ^)ヶ 

ース • スタディとして，具体的諸手段について考察し 

てみたい。その手段としては大別して，国内資源重点

注( 3 7 ) この経済的な站準以外にも，安全保陣 . 防衛の褪_  (security or defence),自給钽足のi隣 ! (self-sufficiency),政 

治的 . 外交的站準さらには対抗的•麴勢的な驻準• 费因等々が考象られる。

( 3 8 ) 小島淸 •■高まる.ロ本への則待—— チリでの太平洋会議に出席してj 『世界経済評論』1971年 1 月号，とくに47〜 49
頁} ノ •

( 3 9 ) 最近各資源別に数多くの調杏•研究が発丧されている* ニ • 三の例をあげれば，[特集 . 海外資源間発J 1■エコノミス 

トj 1970年 10 Si 6 日号，「海外资源開発の最前線j 1 -5 , f週刊來洋経済j 3566-3570号，1970年 1 1B 1 4 日号 

〜 12 U  口号, 「特集 *座槳発展と資源確保の展齓**化学経済J 1971年 2 月号など。なお，1■特集•産柒廃粢物資 

.源化技術の關発と経済性J 1■化学择済J 撕 1 年 3 月号も注0 に値する。 '
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政策と海外資源依存政策とのニつがあろうp 明治以来 

最近にいたるまで, 政策の重点は，前者におかれてい 

たが, 今後は> 後者が中心となっていCであろう。と 

の場合，具体的な後者の政策手段としては，単純輸^^ 
長期契約輸入，融資輪入, . 自主開発政策などであろう。 

とこでは，これらの通常の政策手段だけではなく，す 

でに•指摘したが，ょり根源的な政策手段として，次の 

ニつのものをつけ加えて考究してみたい。

一つには，むしろ積極的*創造的に新しい資源を作 

り出し，ないしは，既存資源の西利用•再開発を行な 

っていく, 技術変化 . 技術革新の体系的.組織的な創 

出 *利用め方向である。この場合には，いわゆるR& 
Dに組織的. 巨額の資金を投入して，既存の体系*資 

源概念にとらわれることなく，資源政策を根底的に再 

編成しょう七する手段で毛ろう。勿論R & D投資資金 

の規模に応じて組織的にかつ正の相関関係をもって， 

資源関係の技術革新が発生サるかどうかは，必ずしも 

保証されていなV、が，しかし大局的にかつ歴史的にみ 

れぱ，この関速は明白であるように思える。この意味 

において，次の黒岩俊郎氏の指摘はとくに重:要であろ 

% \ 「資源を狭義fc限定し，特に天然資源にかぎるな 

らば確かに日本は資源に乏しい国である。しかし,資 

源を広義に解釈し，アジアにおける日本の地理的位置， 

長い海岸線，恵まれた良港，温和な気候，蛰富な水資 

源などを加えて資源と考えたならば，日本は資源に恵 

まれた国となる。特に，資源を開発利用する人間の能 

力との関速で我が国の資源開発利用の将来を考えるな 

らば，そこには限りない可能性が秘めちれている。と 

うした可能性を引き出し，現実のもの,にし弋いくのが 

今後の日本の資源開発利用における最大の課題であ 

る。j
- 二つには，新しい国際分業関係の展開•国際経済関 

係の緊密化にともない，資源そのもののもつ相対的重 

要性は低下しており，必要資源自体を未加工のままに 

確保する考え方ないし加工資源輸出を中心とする在来

の考え方を，根本的に西検討すべき時期にすでにさし 

かかっている。新しい国_ 分業，国際企業の発展にも- 
とづく 外国での資源開発， 加工による生産（国内生産ど.

I、った狭I、考ぇ方の陳腐化) ないb 生產要素移動め架す役- 
割め 逋 耍性の増大， 日本の今後の輸出の主導商品i な. 
るであろ，うR & D集約財への童点の移行等々に着目す’ 
ると，狭い資源政策手段を超えて，こうした方向ぺめ 

展開が，全く新しい資源政策手段の方向づけであると 

いえるかも■しれない。_
第三に, 上記め資源開発• 利用の諸手段は種々なる； 

レベル，範囲において，多面的•仲縮的ヒかづ現実的丨 

に適用. 展開きれてん、かなければならなV、。一企業な 

V、しわが国政府単独の政策手段であるのみならず，政： 

府と民間との協力，民間同士の協力，国際間では，国： 

際コンソーシアム，国際的共同開発プロジヱクト等々 

の形で，他の先進国の政麻と企業，低開発国の政府と 

企業，東側諸国政府等々との協力•合弁等々の形によ 

る政策手段の履行が可能なのであるシ.
第四に，資源政策の諸手段をそれだけで究明じても 

あまり意味がなく，前述ゐ資源政策の具体的目標設定 

と関連させて，望ましい資源政策手段のあり方を探る 

tool-settingが穴くことのできない童要性をもって'/、 

る。たとえば，狭い四つの既存の資源開発利用の政策 

手段に関しても，資源政策の具体的な自標‘ 基準に)
じ，これら手段採用の時間的な順列と組み合せを資源 

海の詳細なfeasibility.調旌にもとづき，考究してみる'‘ 
のも，興味ある展開であろう。単純にごく短期的に考 

慮した場合，効率性の签準だけからすれば* 単純輪入、 

方式がもっとも望ましいと考えられるかもしれない。

さらに時間的要素を導入し，安定性の鉴準をプラスじ 

て考えれば，雄純輸入方式よりも長期契約輸入*融資 

輸入方式の方が望ましい場合もあろう。: ，しかし，。国丨 

的な狭い国益中心の立場は/現在世界では通用しなく 

なり，長期的には，世界的な発展なしに自国の繁栄も 

保証されえないという理解の上に，考えを進めてぃけ—

注( 4 0 )経済藩讁会资源研究麥员会編*■前掲W』131〜 135頁。また別の区分♦分頌の仕方も可能である。たとえば，堺純輪’ 
入力式を別として，海外資源卵発の投融資パターンとして，融資開発方式と由主開発力式に大別し，さらに前者は，P S、 

力式，値り丨き方式，丧沏契約方式に細分され，後者は, . 合-介方式と自主経営方式のニつに細分することも可能であろう' 
(宙沢奕「前描論文」106切 。

( 4 1 )最近國祭経済学の理論研究においても，プロダクトサイクル通論を先駆として，この技術袈因に翁B しての分析か盛.• 
んである。H. G. Johnson, Commralive Cost and Commercial Policy Theory for a Developing World Economy, 
Wicksell Lectures 1968, R. Vernon (ed. by), The Technological Fadtor in  Intermtidnal Trade, 1970 .および奋膨 

優 1'技術の国際的伝播メカニズムJ F経済学論凝J 1969印 3 月など参照。 ぐ.，
. ( 4 2 ) 热岩俊郎「前掲論文j 5 5 頁，
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丨ば，むしろそこには，発屁と連帯性の甚準•目標から 

•する経済協力による資源開発という政策方向•手段が 

導出されてくるであろう。この場合は, 狭い自主開発 , 

ないし開発輸入の範囲を出て，経済援助• 協力•投資 

:政策等々の関述において，政策手段がとられていかね 

■ばならないだろう。

第五に，とくにわが国の逋点政策手段となっている 

自主開発政策について，資源経済全体とくに資源開発 

利用政策の中での正し^、位置づけのもとに，苒検討が， 

すでに何度も指摘してきたように，必要であろう。ま 

ず自主開発政策そのものの概念.内容が不明確で問題 

であるのみならずi 板垣與ー教授も明示されているよ 

うに自主開発政策という用語®体が矛盾.問題を含ん 

で い 国 連 総 会 （1962年) における「天然の富と資 

:谅に対する永久的主権」を宣言した決議にもみられ 

るように，資源は本来資源産出国の主権に属し， 自 

主性は本来産出国がもつべきはずのものであり， 自 

主開発という言蘖だけで，多くの国々の反撥•反感を 

生ぜしめるであろう。さらに，自主開発が，主張きれ. 
ているように，わが国資源の低廉かつ安定的な供給• 
，確保を保証するかどうかについても，詳細な資源毎の 

feasib ility調迸を基礎に, 検証し't：みることが必要で 

.あ 6 ，それが多額の資金を要し，すでに有望•良質資 

'源は，' 国際資源産業その他によって支配されており， 

r isk yで不安定耍素が多く，わが国が技術• 人的能力，

‘資金]01でまだ劣ることを考慮すると，効率性の基準に 

合致しない場合が多いのではないかとも考えられる： 

、とまれ/ 自主開発について，そのメリット.ディメリ 

、/ トを探り，他の政策手段との比較秤量を慎重にな 

っ弋みることが，まずなされねばならないであろう。

要は，資源政策の合理的な目標設定にもとづき，資 

.源経済の全体系にわたる資源政策手段の考究と設定が 

.基本であり，狭い資源開葬の諸手段だけではなくて，

もっ と根本的な政策手段にも着I して,日本の資源政 

■策の方向決定• 手段採用が行なわれるべきであり，自 

主開発を単純に唯一の基-本的政策手段とするわけには 

、いかないように思える。

IV— 4 新しい資源政策を求めて

すでに，新しい資源政策の蕋本的展開方向•内容に 

ついては，詳しく解明してきたので，ここでは，まず，

とうした新しい政策の展開• 実施のニつの基礎条件• 
前提にっいて，简明に論じ，次に，新しい展開方向と 

して全般的にとくに重要な諸点を指摘するにとどめる。

第一に，こうした資源政策の担^、手 •政策履行能ガ 

の問題である。まず政府のレペルさらには，国際的レ 

ベルで，その目標設定に応じて，資源政策を実行して 

いくだけの政策履行能力をもっているかどうかに疑問 

がある。また现実において，資源政策の担い手は，政 

府であるよりも，個4 の民間企業とくに国際企業であ 

り，各企業が，望ましい方向に資源政策，開発= 発展 

を実行していくかどうかは，さらに大きな問題である。 

ここではくわしい論究はできないが，問題の中心、は， 

ーづには. 政府が，他の政策目標との関速でこの資減 

政策目標にどれだけめウュイトを付し，資金•能力の 

配分を行なうかであり，ニっには，民間企業が,狭い 

利潤追求から脱してどれだけ長期的合理的な方向に従 

い，新しい行動様式をとる余地があり，公害•廃棄物 

処理•外部不経済に企業サイドでどれだけ対処できる 

のかであり，三っには，すでに指摘した資源の特殊性 

をも十分に考慮し政府と民間企業との関連4役割 

の分担は，如何にあるべきであり，どのようなパタ— 

ン • 原則がもっとも望ましいかである。

第ごに，これ迄の分析は，理念的•理論的•質的なレ 

ペルで主として行なわれていたが，資源政策の目標* 
手段が，現在ないし近い将来の時点でどれだけの現 

実的実現可能性をもっかの考究が必要である。対象地 

域別，国別および资源別に，地道な詳細な検討のっみ 

あげがなされてV、かなければならない。まず資源政策 

は，相手地域• 国の実情.特殊性に応じて大いに変っ 

てこざるをえない。東側諸国とめ関係なのか西侧諸国 

との関係なのがによって迤本的に規定され，さらに先 

進地域 • 中進地域. 低開発地域に分けて，各地域別に 

検討を加え，さらに国別の詳細なケース.スタディを 

行な（、，これに资源別の検討が加味されて決定されね 

ばならない。資源別に，その需給の将来の見通し，相 

互補完♦代替の@度，偏在の程度，供給体制等々に大 

きな差興があり，資源としての総括的なとり扱し、を無 

意味にする程に多種多様である。したがって大きな資 

源政策全般の論議だけではなく，本来，こうしたケー 

ス . スタディによって補充され，個々の資源別政策の 

方向づけが与えられねば，本来資源政策というものは

注( 4 3 ) 板坦與ー「前掲論文」8〜9 頁。

( 4 4 )この点については，別稿（通商産業劣『贸易政策J 1的1 年 6 月号）にて，分析を行なう予定である。

( 4 5 )本研究ノート(その1 ) 71〜 73 H参照e

一 一 9 1 (227)一一"
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国際経済学における資源問題（その3 )

ありえず，今後こうした検討をも地遺に行なっていか 

ねばならないのである。

, 第三に，新しい資源政策の展開方向は，理論的•学 

問的な分析体系を前提として,できるだけ広い長期的 

なダイナミックな視点から，世界政治経済の変化に照 

応しつつ， しかも日本の積極的なイニシアティブを活 

かしながら，世界平和•世界経済全体の調和的拡大発 

展の中での日本の繁栄の目標に即して，行なわれたが，,.丨 

終りに，とくに重喪でありながら，これ迄十分にふれ 

ることができなかった二つの方向•方策を指摘するこ 

とによって結論にかえたい。

一つには，こうしたtrans-nationalな資源政策の目 

標を実現し;t いくためには，各国それぞれの努力だけ 

ではなくて，国連ないしは国際機関による調整さらに 

は, 総合的体系的な資源政策の立案•実施が必要だと 

いうことである—。こうした構想としては，経済同友会 

のj 転換期に立つ資源政策j における『国際資源調整 

会亂I ないし畜藤優氏のr国連資源開発センターj な 

どが提唱されており，現実に国連の場においても，そ 

のた•めの小さな歩みがなされつつある。経済同友会の 

提言では， 「国際的資源経済の秩序形成の促進に関す 

る国際的合意をできる限り早にとりつけるよう，わ 

が国自ら努力することが重要である。そして，そのよ 

うな合意を背景に，たとえば国連の場において資源の 

開発，利用，輸送から貿易等にわたる世界資源経済全 

体の秩序の形成• 維持のためのf国際資源調整会議j 
の創設を提案するなど積極的な資源外交を推進するこ 

とが必要である」としている。

ニつには，資源問題• 政策の論議において，物的必 

要なV、し技術が，究極的目標であり主体である人間そ 

のものを凌駕し，これらに人間が逆に追われ，支配さ 

れているような感じさえする。今こそ人間性の回復を 

第一として，人間のための資源経済の形成，人間のた 

めの資源政策がもっと声たからかに主張されるべき段

階なのではなかろうか'。自然との、バランスを破壊する’* 
ことなく，公害に悩まされる'ごとのない資源開発利用.

, 自然開発が行なわれ,人間が真に坐きがいを感じるこ 

とのできる生活環境•.条件をつ'ぐる••£：とが，本当の意;: 
味での新しい資源政策とい，えるのではなかろうか。.

V 今 後 の 展 望 

， 国際資源学め深イ匕• 具体化夂ー-

国際資源学設立のこころみとして，三回にわたり, 
この研究ノ一 トを書きつづけてきたわけであるが，ご- 
く ラフ な基本的アイディアの提乐に終ってしまづたよ 

うである。 . .

とくに最近，資源問題の論議がブーム状態を呈して 

いるが，これらは底の浅V、流行に流されたものが多く 

すでに強調したようにかなり危険な歪められた面が多 

々ある。ことでは，資源というものを連論的•学問的 

に十全に分析するとしたら，どのような分析体系，方 

法がありうるのか,資源問題をとりあげる場合の根本 

的な philosophy • 視点はどこにおかるべきかについて,， 

とくに究明してみた。

今後の国際資源学の展開•深化の方向としては次の 

二つがあるように考えられる。第一は，分析体系•方 

法論のさらに一層の確立.内実化に努める上からのア 

プロ一チの仕方であり，第二は，資源問題について，

個々の地道なケース. スタディをつみ上げ，下から，' 

国際資源学の内実化•具体的展開を目指す方向である

この二つの方向が相俟って，はじめて，資源分析の 

深化 • 具体化が可能であろう。そのためには，多数の 

人々の共同研究♦作業が不可欠の前提となるであろう 

現在もなお，この国際資源学のアイディアの多くを御 

教示V、ただいた板每與一教授を中心とする研究グル一 

プは拡大された形で継続しており，その共同研究報告 

として，近くその成果が発表されることになろ1 。

注 ( 4 6 ) より詳細には，拙稿 「日本の資源政策のあり方j 152〜156貢を参照されたい.
. ( 4 7 ) .前記注2 9 の提言，9 頁， . —

( 4 8 ) 崙藤倭「国際資源問題解決めために■— 国際資源開発センタ一の提唱一~ - j 哪界経済j 1970年 1 0 月号0
(49) • 一つは，世界経済研究協会における「1985年の世界贸易の胫望プロジェクト」の一斑として，扳垣與一教授を研究 

荽員長として，資源部会がM されており，その研究成來が今年度中には，発表される予定だし，また前揭r日本の资 

源問題j を顶開• 西整迎して日本経済刺脱土より本年9 月に刊行される予定である，
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束畑精一監修，矢舒誠也編
.1

『アジアの経済成長』

• (アジブ経済講座第1 巻）

〔I〕

本書は, アジア経済研究所の昭和43 . 4 4 の両年度 

にわたる合同研究プロジェクトrアジア開発のメカニ 

ズム」における研究成果を刊行するrアジア経済講 

座」（全7逸）の第1 巻にあたり，合同研究の1分科会 

である理論分科会の成果をまとめたもので，いわば全 

体の総論および理論的• 雄本的分析の禅組.方向を提 

示したものということギできるであろう。

この合同研究では，研究の企画•調整を行なう総合 

委負会のもとに7 つめ分科会をもうけ，⑴主として， 

アジアの低開発国に共通する経済内的な停滞性の原因 

を明らかにし，⑵低開発経済を自律的な発展メカニズ 

ムに乘せるためには，..何が最も緊急に必要か，⑶ア—ジ 

ア各国は，先進諸国は, そして日本は，そのために何 

をなすことができるか，⑷また，アジアの低開発諸国 

発展のためには，どのような世界経済のあり方が望ま 

しいか，な< が検討された（245頁) • 7 つの分科会は, 

本書の理論分科会(主夜，矢野誠也)のほか，財政•金融 

分科会住査，木村元一)，' 農業分科会（主蜜/ 石川滋)， 

工業分科会（主杳，山岡喜久男)，質易，援助分科会（主 

盔山本登)，国際経済分科会（主査，板坦与一)，労働分 

科 会 （主龜隅谷三喜男）よりなり， それぞれ1■アジア 

の財政』（第2巻)，1■アジアの農業J (第3巻)，5■アジア 

の工業』（第4巻)，*■アジアの贸易J (第5巻)，*■南北問 

題』（第6巻)’，f アジアの労働事情』（第7巻）として， 

目下刊行されつつある。

アジア経済研究所は，1958 年 I2 月に財団法人とし 

て設立され， 6 0 年特殊法人に改組され，発展途上地 

域，とくにアジア地域の経済およびこれに関連する社

く一般に刊行するのは，はじめてのこころみと思われ 

る。..

したがって，アジア経済研究所としても，この合同 

研究に2 年間の時間と研究所内•外の専門的研究者を 

総動員してかなりの精力とをかけて完成したものだけ 

に，—般にその成果を問うてみたものであろう。そう 

した位置づけのもとに，その第1 巻としての本書を評 

価してみると，たしかに2年問の共同研究の所產であ 

るだけに，研究努力のあとはう•かがわれ，新しいかつ 

興味ある分析結果• 方向づけもみられるが，反面，共 

同研究の窮点もみられ，問題の基本的認識•分析の塞 

本方向にも若干の不満が残されており，この研究所が 

もつ体質的なメリッドとデメリットがかなり明確に現 

われているのではないかと考えられるのである。

この点は，具体的な内容の検討に応じて，明らかに 

していくが，その前に1 つだけ是非指摘しておきたい 

ことがある。それは，この第1 逸に関していえば，研 

究の迤本前提たる地域概念についてすら，学問的な厳 

密さをかき，恣意的であり，各章で各自，勝手な地域 

の名称が使われ，その範囲が規定されている。対象地 

域 は 「ア，ジ ア の う ち Fアジア共産圏j, F中近東j の' 

両地域は，一応、除外して考えることにしたい。したが 

って，対象地域は，西パキスタンを限界とする南•東 

南プジアということになる」（3頁> とされているが， 

実は, とれは厳密な東南アジアではなぐて，東アジア 

が含まれている内容で,東南アジアを使用しているよ 

うであるが, 第 2 章以降になると，南アジアを含む,
ル一ズな東南アジア地域の概念でアジアをいいかえ，

第 6 章では，東南アジアで総称しながらも，南アジア， 

極東という概念があらわれているなど（185頁〉，統一 

性に欠けている。アジアに対する総合的な地域研究を 

目指している以上，少なぐとも，明確に地域概念•内 

容をまず規定し，統一的に各論者がそれを使用してい 

く努力をすることが，アジア研究の第1 歩だと思え冬 

のだが，どうであろうか。

〔n 〕

、本書の蕋本的問題意識• 対象は，次の如くであろう。 

アジアは，地域により国により，特殊性•多様性をも 

っているが，しかし唯一の共通性としての「低開発性 

と停滞性j すなわち所得水準が低く経済成長が遅いと 

いうことが指摘できる。この両者は密接に関速しあっ 

ており，低開発性のために成長率が低くなり，成長率 

が低いためヒ，いつでも低開発性から抜け出すことが

会 • 政治.法雜等の諸事情について驻礎的かつ総合的 

な調査.研究•を行ない，その成染を來大出版会およびア 

ジア経済出版会を通じて刊行♦公表してきたが，その 

公表 • 利用範四は限られており，一般の出版社を通じ 

て, その研究成染を総合的• 体系的に講座として，広
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